
議案第110号

　（総　則）

第１条　令和２年度津和野町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和２年度津和野町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

　益的収入及び支出の予定額を次のとおりと補正する。

(科目) (既決予定額) (補正予定額) (計)

第 1 款 水道事業収益 340,476 千円 18,295 千円 358,771 千円

第 2 項 営業外収益 178,899 千円 18,295 千円 197,194 千円

第 １ 款 水道事業費用 307,766 千円 19,852 千円 327,618 千円

第 1 項 営業費用 279,107 千円 18,295 千円 297,402 千円

第 3 項 特別損失 0 千円 1,557 千円 1,557 千円

　（他会計からの補助金）

第３条　予算第９条中一般会計からこの会計へ補助を受ける金額、「130,245千円」を

　「144,840千円」に改める。

令和２年９月４日提出

        津和野町長　下　森　博　之

収　　　　　　　　　　　入

　　　令和２年度津和野町水道事業会計補正予算（第２号）

支　　　　　　　　　　　出
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令和２年度

津和野町水道事業会計補正予算

（第２号）

説明書
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（単位：千円）

1 水 道 事 業 収 益 340,476 18,295 358,771

2 営業外収益 178,899 18,295 197,194

2 他会計補助金 70,518 14,595 85,113

4 雑 収 益 6,900 3,700 10,600

（単位：千円）

1 水 道 事 業 費 用 307,766 19,852 327,618

1 営 業 費 用 279,107 18,295 297,402

1 原水及び浄水費 40,991 3,573 44,564

2 配水及び給水費 55,337 14,956 70,293

3 総 係 費 35,493 △ 234 35,259

3 特 別 損 失 0 1,557 1,557

1
過 年 度 損 益
修 正 損 0 1,557 1,557

令 和 ２ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 既決予定額 計補正予定額

計補正予定額

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 既決予定額
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(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 29,426,769

減価償却費 147,284,607

賞与等引当金の増減額(△は減少) 184,000

長期前受金戻入額 △ 101,473,376

受取利息及び受取配当金 △ 11,000

支払利息 24,659,000

前払金の増減額（△は増加） 36,000,000

小計 136,070,000

利息及び配当金の受取額 11,000

利息の支払額 △ 24,659,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 111,422,000

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 52,682,894

基金取崩しによる収入 1,000

基金への繰入 △ 112,000

国庫補助金による収入 21,048,000

一般会計からの繰入金による収入 59,727,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 27,981,106

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 112,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 138,107,465

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 25,307,465

　資金増加額 114,095,641

　資金期首残高 19,637,434

　資金期末残高 133,733,075

令 和 ２ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 34,492,430
ロ 建 物 215,799,984

減 価 償 却 累 計 額 △ 149,649,083 66,150,901
ハ 構 築 物 4,412,238,933

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,050,234,720 2,362,004,213
ニ 機 械 及 び 装 置 1,744,062,603

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,174,065,663 569,996,940
ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 3,032,644,484
(2) 投 資 そ の 他 の 資 産
イ 基 金 108,920,185

投資その他の資産合計 108,920,185
固  定  資  産  合  計 3,141,564,669

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 133,733,075
(2) 未 収 金 23,930,087

貸 倒 引 当 金 △ 378,341 23,551,746
(3) 前 払 金 0

流  動  資  産  合  計 157,284,821
資    産    合    計 3,298,849,490

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 1,779,337,725
固  定  負  債  合  計 1,779,337,725

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 148,384,688
(2) 未 払 金 37,603,204
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 4,105,000

引  当  金  合  計 4,105,000
(4) 預 り 金 100,000

流  動  負  債  合  計 190,192,892

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,147,840,960

収 益 化 累 計 額 △ 1,172,029,734
繰  延  収  益  合  計 975,811,226
負    債    合    計 2,945,341,843

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 299,088,605
資   本   金   合   計 299,088,605

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 当年度未処分利益剰余金 54,419,042

利 益 剰 余 金 合 計 54,419,042
剰   余   金   合   計 54,419,042
資    本    合    計 353,507,647
負  債  資  本  合  計 3,298,849,490

     令 和 ２ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和３年３月31日)
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　平成30年度より地方公営企業法の適用を受け、地方公営企業会計に移行した。

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　10年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　　　 4年～ 5年

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      施設利用権　　　　　　　　　　50年

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

      額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

    含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は 951,453,805円である。

  ２　引当金取崩額

　 (1)　賞与等引当金の取崩し

　　　  当年度において、期末手当及び勤勉手当として 12,056,846円を支給する見込みであるため、賞与引

      当金 3,921,000円を取り崩している。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方

   法にかかる方法に準じた会計処理を行っている。
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款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．水道事業収益 340,476 18,295 358,771

２．営業外収益 178,899 18,295 197,194

２．他会計補助金 70,518 14,595 85,113

70,518

４．雑収益 6,900 3,700 10,600

6,900

款 項 目 補正前の額 補正額 計

１．水道事業費用 307,766 19,852 327,618

１．営業費用 279,107 18,295 297,402

１．原水及び浄水費 40,991 3,573 44,564

999

1,121

２．配水及び給水費 55,337 14,956 70,293

3,161

27,925

３．総係費 35,493 △ 234 35,259

154

459

496

9,056

３．特別損失 0 1,557 1,557

１．過年度損益修正損 0 1,557 1,557

令和２年度　 津和野町水道事業会計補正予算説明書

収益的収入及び支出

収　　　　入　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）

支　　　　出　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：千円）
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節 金　額

1.一般会計補助金 14,595 他会計補助金 14,595

2.その他雑収益 3,700 移設補償費等 3,700

節 金　額

19.委託料 20 水道施設管理委託料 20

22.修繕費 3,553 水道施設修繕料 3,553

22.修繕費 2,130 水道施設修繕費 2,130

25.工事請負費 12,826 工事請負費 12,826

13.備消品費 50 事務消耗品費 50

16.印刷製本費 63 封筒等印刷費 63

17.通信運搬費 34 CATV使用料 34

19.委託料 △ 381 システム保守・改修委託業務 △ 264

水源祭委託料 △ 180

検針委託料 63

1.過年度損益修正損 1,557 過年度損益修正損 1,557

説　　　　明

　（単位：千円）

　（単位：千円）

説　　　　明
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